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特集　 未来選択会議 第１回オープン・フォーラム、オンラインで開催！

経済同友会は、社会のさまざまなステークホルダーが集い、自由経済同友会は、社会のさまざまなステークホルダーが集い、自由
闊闊
かったつかったつ
達達な議論を通じて、日本の将来に向けた論点・選択肢を提示しな議論を通じて、日本の将来に向けた論点・選択肢を提示し

ていくための会議体である「未来選択会議」を設立し、昨年９月にていくための会議体である「未来選択会議」を設立し、昨年９月に
そのキックオフ・イベントを開催したそのキックオフ・イベントを開催した（本誌2020年10月号参照）（本誌2020年10月号参照）。。

続いて本年１月19日、「未来選択会議」第１回オープン・フォーラム続いて本年１月19日、「未来選択会議」第１回オープン・フォーラム
を開催、新型コロナウイルス感染症の拡大・緊急事態宣言の再発令を開催、新型コロナウイルス感染症の拡大・緊急事態宣言の再発令
を受けてオンライン形式で実施した。を受けてオンライン形式で実施した。
今回は「次世代」・「多様性」という会議のキーワードを踏まえて、今回は「次世代」・「多様性」という会議のキーワードを踏まえて、
「未来選択につながる民主主義」というテーマの下、「若者の政治・「未来選択につながる民主主義」というテーマの下、「若者の政治・
社会への関心を高めるために」という課題を巡って、企業経営者、ア社会への関心を高めるために」という課題を巡って、企業経営者、ア
カデミア、労働組合、マスメディア、行政、学生の皆さん20人余がカデミア、労働組合、マスメディア、行政、学生の皆さん20人余が
会議に参加、本会会員などおよそ160人がその様子を視聴した。会議に参加、本会会員などおよそ160人がその様子を視聴した。
なお、本会では今回を第１回目として、今後もさまざまなステーなお、本会では今回を第１回目として、今後もさまざまなステー
クホルダーとの「オープン・フォーラム」を定期的に開催する。クホルダーとの「オープン・フォーラム」を定期的に開催する。
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「未来選択につながる民主主義」
～若者の政治・社会への関心を高めるために～

プログラム

2020年９月のキックオフ・イベント
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開会挨拶

若者の意思や将来世代の利益を
意思決定に反映するために
何をすべきか

間下 直晃 

経済同友会 副代表幹事

新型コロナウイルス感染症による大きな困難に直面し、
この危機を社会変革の契機にしなければという思いを強く
した。そのような中でスタートしたのが、この「未来選択会
議」である。

国の重要課題について、さまざまな個人・団体が提言し
ているが、それらを現実の政策・制度として具体化するこ
とが重要である。そのためには、複雑な利害調整に長い時
間を要する既存の政策形成プロセスを補い、大胆な決断・
実行を促す仕組みが不可欠となる。多くのステークホルダー
が組織の垣根を越えて集い、自由闊達な議論を通じて、日
本の将来に向けた重要課題を特定し、論点・選択肢を提示
するための会議体をつくり、政策形成プロセスを複線化し
ていきたい。これが、この会議の必要性に対する櫻田謙悟
代表幹事の説明である。

この会議は、社会のさまざまなステークホルダーに参加
を呼び掛けていく。中でも重要なキーワードは「次世代」

「多様性」である。また、この会議には、あらかじめ用意さ
れた答えはなく、一つの結論に至る必要もない。立場や意
見の相違があっても、データやファクトに基づいて徹底的
に議論をし、何が論点か、どのような選択肢があるのかを
明らかにしたいと思う。

未来選択会議は昨年９月に発足したが、20人以上で議論
するオープン・フォーラムは今日が初めてとなる。最初の
テーマは「未来選択につながる民主主義」、未来を生きる
若い方々の意思や将来世代の利益が反映された意思決定を
実現するために何をすべきかである。この会議のトップを
飾るにふさわしいテーマだと思う。

今後も重要テーマを取り上げ、この会議での議論が社会
に影響を及ぼしていけるよう、大きく育てていきたい。今
日の議論が白熱することを楽しみにしている。

導入説明

主権者教育の先進事例を
社会に広げていくための
方法、課題は何か

玉塚 元一 
経済同友会 政治改革委員会 委員長

未来を決めるのは若者であるべきだが、政治の場面でそ
の声が活かされているとは言い難い状況だ。こうした問題
意識から、今回のテーマを決定した。

政治参加には、政治に興味・関心を持つこと、投票先や
支持する政策を決定すること、投票・参加すること、とい
う三つの段階がある。これに添って、昨年９月のキックオ
フ・イベントでの議論を紹介したい。
「政治に興味・関心を持つ」という点では、政治の仕組みや

政策への理解が不十分であること、政治にかかわることの
意義や有効性を実感できないことなどが課題として挙がっ
た。これに関して、学校の内外での主権者教育のあり方や、
若者の意見を政策決定に反映する仕組みについて議論をし
た。
「投票先や支持する政策を決定する」ことに関しては、政

党間の対立軸が若者の関心と合致していないこと、政党や
メディアによる情報提供のあり方などの課題が指摘された。
「投票する・参加する」ことについては、投票に行く時間

や手間、投票に行こうと誘われないこと、若者の意見を政
策に反映する仕組みがないことなどが課題として挙がり、
インターネット投票の導入や投票の義務化などについても
話し合った。

このように、キックオフ・イベントでは、あえて論点を絞
らず、多様な参加者から総論的に問題提起をいただいた。
それらを踏まえて、今回は、主権者教育にかかわる先進的な
事例を取り上げ、それをより一層広く社会に広げていくた
めに何が必要か議論をする。

さらに、次回のオープン・
フォーラムでは「デジタル
技術がもたらす民主主義の
可能性」について議論する
予定だ。

「未来選択につながる民主主義」
～若者の政治・社会への関心を高めるために～

未来選択会議 第１回オープン・フォーラム、オンラインで開催！
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問題提起

若者の政治参画を阻むのは
「無関心」以外の要因

室橋 祐貴
日本若者協議会 代表理事

若者の投票率の低下が止まらない。ただ、日本では、デ
モやロビイングなど、投票以外の形の政治参加も低水準だ。
若者の政治参画を総合的に促進する必要があると思う。

よく「若者は政治に関心がない」と言われるが、データ
の裏付けはない。若者の政治参加を阻んでいるのは、それ
以外の要因である。投票への参加を左右する要因のうち、
日本は、政治に関する知識と市民としてのスキル、政治的
有効性感覚、動員の三つが特に弱いといわれる。投票のコ
ストに関連して、インターネット投票が話題になるが、こ
れを全面導入しているのはエストニアだけだ。必ずしもこ
れが主要因とはいえない。

投票率が高い国では、学校で実際の社会問題を取り上げ
ている。政治に関する科目以外でも、生徒がよく議論し、
対話能力を身に付けている。さらに、投票以外にも、陳情
やデモのような手法があることも学校で教えている。学校

外では、「選挙小屋」という政党の街頭活動、政党青年部へ
の参加、家庭内での議論といった機会があるが日本ではい
ずれも浸透していない。このように、海外では、義務教育
の課程で政治にかかわる方法を教えているため、政治参画
が進んでいるのだと考える。

政治的有効性感覚という点で、これらの国では、幼稚園
のころから積極的に子どもに意見を求めたり、学校のルー
ル作りに生徒が参加したりする。若者議会など地域に参加
するための仕組みがあり、若者の国政参加も、法律でプロ
セスが確保されている。

動員という面では、学校内での政治活動、生徒会主催の
公開討論会があるし、学校外でもVote Matchのような機会
がある。若い政治家の存在もある。

そもそも日本の若者は大人への信頼がなく、身近な社会、
学校でさえ、何も変えられないと思っている。

2015年の文部科学省通知＊1では、教員は個人の主義・主
張を述べることは避けるべきだと示しており、これが大き
な課題だ。意見が分かれるテーマを教育現場で扱いにくい
ようになっている。海外では多様な視点を積極的に取り扱
うことによって、中立性を担保している。

第１部 若者の政治参画の「入口」はどこにあるのか？
～先進事例とその課題・論点の整理

概観概観　　若者の政治参画、主権者意識の若者の政治参画、主権者意識の
　　　　　　涵養にかかわる取り組みについて涵養にかかわる取り組みについて

かんかん

参議院議員通常選挙における年代別投票率（抽出）の推移

20代の過去１年に投票以外の
政治参加をしたことがある人の割合（％）

※日本は全世代で低水準

総務省資料より抜粋作成 ISPP 2014 CitizenshipⅡより室橋氏作成
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NGO
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NGO
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既存の政策形成システムの複線化

日本の将来に向けた論点・選択肢の提示
（コンセンサスよりも対立軸の明確化）

未来選択会議

参加参加

企画・運営企画・運営

経
済
同
友
会

■モデレーター 1 人
■リソースパーソン（議論参加）
・問題提起者 ２～３人
・専門家＋本会会員（関連委員長など）＋
　ステークホルダー 計10～15人程度

■オーディエンス（会場、ウェブ視聴）
・本会会員、上記参加者以外のステーク
　ホルダー（マスメディア、学生など）
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問題提起

学校現場は試行錯誤
明確なガイドラインが必要

硤合 宗隆 

玉川学園 高等部・中学部教諭

玉川学園では、2002年より模擬投票を中心に主権者教育
に取り組んでおり、これまでに20回以上実施している。18
歳選挙権付与前には盛り上がったのだが、その後の盛り上
がりは当時ほどではない。学校でできることには制約も多
く、文部科学省から明確なガイドラインも示されていない
ので、試行錯誤している。他校でも、熱意のある先生が中核
となって模擬選挙、主権者教育を進めているのが現状だ。

2008年に、米国東部の学校を複数訪問した。日本との違
いは、企業のバックアップが得られていること。3,000人規
模のある学校では、企業の支援でコンピューターによる模
擬投票をしていた。日本では、政治的中立性の観点から、
誰がどこに投票したか話すのは良くないという風潮がある
が、米国ではこの点非常にオープンである。政治が生活に
近い印象を持った。それに対して、日本では政治と生徒と
の距離が遠い。また公民科の教育目標として、主権者とし
て行動をすることに重きが置かれていない。自動車の教習
は受けたが運転の仕方が分からず、実技がないので下手な
ままという状態にある。学校内でさまざまな取り組みをす
るにも、教員にとってはガイドラインが重要だ。ドイツの

「ボイテルスバッハ合意」＊2の日本版が必要ではないか。
よく「18歳で正しい選択ができるのか」と聞かれるが、模

擬投票の結果は大人の投票結果と大きくは変わらない。若
者だから突拍子もない結果が出るというわけではない。

問題提起

課題解決型授業で
社会と学びがつながることを
重要視

菅沼 尚 

長野市立長野中学校長・長野高等学校長

長年にわたって、学校教育が学校内で完結してしまって
いたことが問題だと思う。私自身は、社会と学びがつなが
ることを重視している。総合的学習の中で課題研究をして
きたが、生徒たちに「やらされ感」が漂い、多くは単なる
調べ学習で終わっていた。ここを変えたいと思い、課題解
決型授業（PBL：Project-Based-Learning）に転換した。

導入から２年経過して、生徒たちに変化が出てきたと感
じている。PBLに実績のあるNPOにもかかわってもらい、
中には、自分から動き、駅前で50人にアンケートを行った
生徒もいる。自分が取り上げた課題やそれについての提案
を誰かに認めてもらえることで充実感が得られている。こ
のような取り組みを、一過性に終わらせず、継続すること
が大事である。

今後、PBLを経験した子どもたちがどうなっていくかを
見ていきたい。学校の枠を越え、地域的な取り組みを始め
る生徒も出始め
ている。学校外
の多くの他者と
かかわることで、
社会課題への関
心も高まり、考
えが深まる。

主権者としての自覚、社会課題への関心を主権者としての自覚、社会課題への関心を
高めるような授業のあり方と今後の課題高めるような授業のあり方と今後の課題

トピック①トピック①
学校教育学校教育
（授業など）（授業など）

＊2 ボイテルスバッハ合意(1976年、旧⻄ドイツ)
ボイテルスバッハ合意とは、1976年旧西ドイツのボイテ
ルスバッハで開催された多様な意見を持つ学者間の会議
で得られた三つの合意。
1 . �教員は生徒を期待される見解をもって圧倒し、生徒が

自らの判断を獲得するのを妨げてはならない。
2 . �学問と政治の世界において議論があることは、授業に

おいても議論があることとして扱わなければならない。
3 . �生徒が自らの関心・利害に基づいて効果的に政治に参

加できるよう、必要な能力の獲得が促されなければな
らない。

＊1 �「高等学校等における政治的教養の教育と
　 高等学校等の生徒による政治的活動等について」

（2015年10月29日）
• �「議会制民主主義など民主主義の意義、政策形成の仕組

みや選挙の仕組みなどの政治や選挙の理解に加えて現
実の具体的な政治的事象も取り扱い、生徒が国民投票の
投票権や選挙権を有する者（「有権者」）として自らの判
断で権利を行使することができるよう、具体的かつ実践
的な指導を行うことが重要」

• �「指導に当たっては、教員は個⼈的な主義主張を述べること
は避け、公正かつ中立な立場で生徒を指導すること」など
について通知
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問題提起

若者の声を活かさなければ
地域や日本の未来はない

穂積 亮次 

新城市長

問題提起

自分の声で変化が
起こせると思わなければ、
政治にもかかわらない

栗本 拓幸 

日本若者協議会「学校内民主主義を考える検討 
会議」座長代理／Liquitous 代表取締役CEO

生徒会活動には学校ごとに特徴があり、生徒の自治的活動
が進んでいるケースも、お飾り参画にとどまるケースもある。
日本若者協議会の検討会で、現役の中高生、OB・OG、教
員、823人にアンケート調査をした。「児童生徒の声で学校
が変わるか」という質問に対して、児童生徒の７割が「変わら
ない」と回答した。自分の声では変化が起きないと思っている
ならば、卒業後も政治に参加しようとは思わないのではない
か。児童生徒が声を上げたとき、生徒会、教員、PTA、地域
コミュニティなどの受け皿が開かれていることが重要である。

例えば、敷地内禁煙が徹底されていない学校で、生徒の声
で完全禁煙が実現した例がある。このように、教員と生徒の
利害が一致しない場合もある中、生徒に協力的な先生がいる
ことが不可欠だ。専門的な技術、ノウハウ以上に、先達とし
て大人が子どもに接し、相談に乗ることが重要である。

新学習指導要領では、アクティブラーニングが一つの軸
になっており、生徒会活動の目的があらためて示された。
ただ、実際はアクティブな活動は少なく、生徒会活動が停
滞している学校も少なくない。投票率の高い台湾、韓国や
ドイツ、スウェーデン、米国では、子どもの権利条約にお
ける“right to be heard”を担保する仕組みが存在し、学
校内で生徒が意思決定に参画することもある。

新城市は、毎年16～29歳の委員を公募し、約20人で若者
議会を構成している。若者議会には、1,000万円の予算提案
権限があり、その範囲内でまちを良くするための政策を秋
に向けて提案。市長がそれを議会に上程し、議決されれば
政策を執行する。

若者議会は、地方自治法上は市長の諮問機関という位置
付けで、委員は非常勤特別職公務員の扱い。市のまちづく
り推進課若者政策係が事務局を担っている他、市民や職員
のメンターも設け、市全体で活動を支援している。

この目的は、若者に自分たちのまちのことを考え、行動
し、ステークホルダーとの議論を通じた政策作りを体験し
てもらうことだ。今年度で６期目を迎え、若者議会経験者
から実際の議員も誕生した。

今後の課題は、若者と実際の政治との接点をどうつくっ
ていくか。新城市では、昨年６月、条例で市長立候補予定
者の公開討論会の開催を義務付けた。市が討論会を設置し、
その運営に市民がかかわる。ここに若者議会の経験者や中
高生がかかわるなど、生の政治的争点への直接的なアクセ
スを実現していく。

若者政策について、制度的に課題も多いが、若者が政策
決定に直接かかわり、社会の仕組みを知り、自ら進路を決
定することは大きなプラスになる。全国的にも注目が高まっ
ており、他にも若者議会を設置する自治体も出始めた。
  新城市は高齢化や過疎が進んでいる。「子どもの声がうる
さいから保育園を作るな」というより、「子どもの声をずっと
聞いていない」という状況。高齢者も、若者が活躍すること
を歓迎しているし、若者が地域に根付くことを望んでいる。
批判的な意見もあると思うが、若者に積極的に地域に出て
きてほしいという声がある。
　若者議会は、教育や福祉のような法定事務ではないため、
財源の説明が難しい。ただ、予算提案権を付与したからこ
そ、新城市の若者議会が機能しているのだと考える。一見
幼稚な提案に見えても、大人がそれを受け止め、実現につ
なげる仕組みがあることが肝要だ。自治体がそこに踏み出
すためには相当の意志が必要。その意志を後押しする雰囲
気、世論、賛同の声が必要である。若者の声を反映しなけ
れば、地域社会、日本の明日はない。

児童・生徒などの学校運営への児童・生徒などの学校運営への
参画を巡る状況と問題点参画を巡る状況と問題点

トピック②トピック②
学校運営学校運営
（生徒会活動など）（生徒会活動など）

【参考】
◆日本若者協議会の組織と活動について
　https://youthconference.jp/
　2021年１月には「学校内民主主義」に関する提言を
　文部科学省に提出

◆新城市若者議会の組織と活動について
　https://wakamono-gikai.jp/
　若者が予算提案権を持ち政策を立案

地域社会における若者の地域社会における若者の
政治参画の状況と問題点政治参画の状況と問題点

トピック③トピック③
地域社会地域社会
（自治体）（自治体）
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◆◆政治への関心を高めるためには？政治への関心を高めるためには？
　　　～民主主義の「実践」、課題との接点、　　　～民主主義の「実践」、課題との接点、
　　　　社会全体での取り組みが重要　　　　社会全体での取り組みが重要

●�生徒会活動には可能性がある。民主主義社会では、一人
ひとりが主権者として行動することが大事だ。その素養
を学校のカリキュラムを通じて身に付ける必要がある。
ドイツの政治教育においては、知識の習得、意見形成、
実践の三つが重要だと指摘されている。この「実践」を生
徒会活動が担えるのでは。ただ、今すぐに生徒会活動を
活性化するのは難しい。時間をかけて取り組むべきだ。

（栗本 拓幸）

●�今の高校３年生は、大学入試制度の変更によって、制度
が変わることの影響、それに伴う自分たちの行動の変化
を体験した。これからは、若い人たちが「運転」をしてい
く道の先にどういうリスクがあり、先々どんな選択を迫
られるのかを、現実的に示す必要がある。若い人たちが
進路を考えること、政治を自分事として捉えることにも
つながる。　　　　　　 　  （谷口 将紀　東京大学 教授）

●�主権者教育は高校生からでは遅い。幼少期からの取り組
みが必要なので、家庭の役割についても考える必要があ
る。選挙は、選ぶ側と選ばれる側のコラボレーションで
ある。主権者教育にも社会総がかりの連携が必要だ。

（篠原 文也　主権者教育推進会議 座長）

●�われわれ、上の世代もきちんとした主権者教育を受けて
きたわけではない。幼少期から、親も一緒に家庭内で学
ぶ機会を持つことが必要だ。

（石井 聡　産経新聞東京本社 編集局 特別記者）

●�300年前のヨーロッパは、子どもを「小さな大人」と呼んで社
会に取り込んできた。貴族でも農家でも職人の世界でも、
若いうちから人が社会に参加していた。主権者教育につ

いて語る際は、年齢は関係ないという点を原点にすべき
だ。　　　　　　　　　　　（相原 康伸　連合 事務局長）

●�良い子、意識の高い子だけではなく、何か機会がなけれ
ば政治に接することがなかったような若者に、政治との
素敵な出会いをもたらすにはどうするかを考える必要が
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（谷口）

◆◆学校における主権者教育推進の課題とは？学校における主権者教育推進の課題とは？
　　　～政治的中立性と教育現場の実情　　　～政治的中立性と教育現場の実情

●�投票年齢の引き下げに対応し、政府は2015年に主権者教
育や政治的中立性に関する方針を大きく転換、それに連動
して公民科で使える副教材も作成・提供している。こうし
たものを参考に現場での取り組みを進めていただきたい。

（滝波 泰　文部科学省 初等中等教育局教育課程課長）

●�2015年の文部科学省通知で、「これで学校が変わる」という
感触もあったのだが、当時の政権からは、学校で混乱が
起きてはいけない、高校生の政治活動は、学生としての
本分に鑑みてという声が上がった。教員の政治活動に罰
則を科すべきという提言もあった。

　�　教師の意見も世の中のいろいろな意見の一つ。先生が
一市民として何を考えているかを生徒に聞かれた際、答
えられないようでは授業にならない。「先生の意見はこう
だが、他にもこんな意見があるよ」と話せることが大事だ。

　�　現場が萎縮せずに主権者教育を進めるため、テーマを
よく選ぶべき。小中学生は市町村など地域の課題、高校
生は都道府県、大学生は国政にかかわる問題というよう
に考える必要がある。小学生にいきなり原発の是非を問
うのは無理がある。何を主権者教育のテーマにするか、
という点から議論をすべきだ。
（清水 秀行　日本教職員組合 中央執行委員長／連合 副会長）

第２部 対話・議論
第２部ではアカデミア・労働組合・行政・メディアなど、各界のリソース・パーソンによる対話・
議論を行った。参加いただいた若い世代の方々からも意見・提案があった。（敬称略）
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